
歯科口腔保健の推進に関する法律の基本的事項に係る検討の進め方（案）
平成２３年１０月１４日

１ 検討の実施主体

・ 歯科口腔保健の推進に関する法律（以下、「歯科口腔保健法」という。）が本年８月

に成立し、同月に公布、施行された。

・ 歯科口腔保健法第１２条に基づく基本的事項の策定に向けた検討は、厚生科学審議

会地域保健健康増進栄養部会において行うこととし、最終的には、基本的事項案につ

いては、部会に対する諮問・答申により取りまとめることとする。

・ また、部会における検討に当たっては、新たに設定すべき基本的事項の方針、目標、

計画に係る具体的なデータ収集、検討などの作業が必要であることから、部会の下に

有識者や専門家による専門委員会を設置し、部会と連携しながら検討作業を進める。

（別紙１）

・ なお、専門委員会の設置については、厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会運

営細則に基づくものとする。（別紙２）

２ 検討内容（論 点） → 専門委員会に対し示す検討の論点等

歯科口腔保健法第１２条に基づく基本的事項について

（１）目的について

・ 歯科口腔保健法第７条から第１１条までの規定により講ぜられる施策につき、そ

れらの総合的な実施のため、新たに定める基本的事項の目的や理念をどのようにす

るか。

（２）内容について

・ 歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等について（第７条）

・ 定期的に歯科検診を受けることへ等の勧奨等について（第８条）

・ 障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等について（第９条）

・ 歯科疾患の予防のための措置等について（第１０条）

・ 口腔の健康に関する調査及び研究の推進等について（第１１条）

（３）目標等について

・ 目標等については、どういうものを主要な指標として位置付けるか。

３ 今後のスケジュール

・ 歯科保健法第１２条の基本的事項については、健康増進法第 7 条に基づく基本方

針（国民健康づくり運動のプラン）と調和のとれたものでなければならないことと

されている。また、都道府県や市町村が健康増進計画を策定する際に、これらを同

時に策定することが効率的であり、今後検討を行うこととされている次期国民健康

づくり運動のプラン策定の動向を踏まえる必要がある。今後、部会及び専門委員会

を随時開催し、検討を進めていくこととする。（別紙３）

資料９
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（別紙１）

歯科口腔保健法の推進に関する専門委員会の設置について（案）

平成 23 年 10 月 14 日

１．設置の趣旨

歯科口腔保健の推進に関する法律（以下、「歯科口腔保健法」という。）が平成２３

年８月２日成立し、同月１０日に公布、施行された。

歯科口腔保健法第１２条第１項において、「厚生労働大臣は、第７条から前条までの

規定により講ぜられる施策につき、それらの総合的な実施のための方針、目標、計画そ

の他の基本的事項（以下、「基本的事項」という。）を定めるものとする。」とされてい

ることから、「基本的事項」を早急に策定する必要がある。

歯科口腔保健を取り巻く現状や課題などを踏まえ、基本的事項策定に必要な作業を行

うため、地域保健健康増進栄養部会に「歯科口腔保健法の基本的事項策定専門委員会」

を設置する。

２．検討事項

歯科口腔保健法の基本的事項に盛り込むべき目的や理念のほか、歯科口腔保健法第

７条から第１１条に関する方針、目標、計画などに関する検討に向けた作業を行う。

・ 歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等について（第７条）

・ 定期的に歯科検診を受けることへ等の勧奨等について（第８条）

・ 障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等について（第９条）

・ 歯科疾患の予防のための措置等について（第１０条）

・ 口腔の健康に関する調査及び研究の推進等について（第１１条）

３．構 成

公衆衛生学や歯科保健に関する研究者、行政関係者等から構成する。

（委員及び委員長は、厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会運営細則第２条及

び第３条に基づき、地域保健健康増進栄養部会長が指名する。）

４．その他

（１）専門委員会の議事は公開とする。

（２）専門委員会の庶務は、医政局歯科保健課歯科口腔保健推進室において総括し、

及び処理する。
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平成２３年１０月１４日

医政局歯科保健課歯科口腔保健推進室

厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会及び専門委員会の今後の日程（案）

（部 会） （専門委員会）

○第 30 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会

１０月１４日（金）１０時～１２時

・法律に関する報告

・専門委員会の設置了承

★第１回専門委 11 月中旬

（進め方、論点整理）

★第２回専門委 12 月上旬

（基本的方向性）

○第 31 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会

１２月２１日（水）１０時～１２時

・歯科口腔保健の推進に関する基本的方向性

★第３回専門委 １月上旬

（骨子（中間取りまとめ）案）

○第 32 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会

１月２３日（月）１４時～１６時

・基本的事項の骨子（中間取りまとめ）（案）

★第４回専門委 ２月中旬

（基本的事項（素案））

○第 33 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会

２月２８日（火）１５時～１７時

・基本的事項（素案）

★第５回専門委 ３月下旬

（基本的事項最終案）

○第 34 回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会

４月下旬 ～ ５月下旬 頃

・基本的事項案の諮問・答申

→ 検討の進捗状況に応じ、日程をセット

（別紙３）
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 歯科口腔保健の推進に関する法律第１２条に基づく基本的事項について  

 

 

第１項 

厚生労働大臣は、第７条から前条までの規定により講ぜられる施策につき、それらの総合
的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定めるものとする。 
 

第２項 

前項の基本的事項は、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第七条第一項に規定する
基本方針、地域保健法（昭和二十二年法律第百一号）第四条第一項に規定する基本指針
その他の法律の規定による方針又は指針であって、保健、医療又は福祉に関する事項を
定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 
 

  

 

 

第３項 

厚生労働大臣は、第一項の基本的事項を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか
じめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 
 

 

 

第４項 

厚生労働大臣は、厚生労働大臣は、第一項の基本的事項を定め、又はこれを変更したとき
は、遅滞なく、これを公表するものとする。 
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